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各ページの「行政改革推進委員の総合評価」は、
①成果の有効性（取組方針に沿って具体的な取り組みがされ、期待された成果を得ることができたか）
②効率性（事業の成果により、事務事業の効率化や経費削減効果が得られたか）
という観点から、満足できる結果が得られたかどうかについて、各委員の評価点の平均値を四捨五入して
５段階評価（左欄：白抜き数字）で表示しています。右欄の数値は実際の平均値です。
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自立した活力あふれるまちづくりには、市民と行政のパートナーシップが不可欠です。

満足できる

4
3 3.08

2

平成29年度の取組内容

取
組
方
針

　全ての地域づくり協議会で組織、セン
ターの設置が終わったため、今後はより
地域の特色を生かした事業への取組を推
進します。
　昨年まで大和地域でしか取り組めな
かったパイロット事業については、他の
地域でも取り組めるよう検討・協議を進
め、市内全域で連携した事業が生まれる
ことを目指します。
　また、地域づくり協議会への行政事務
の移譲について、引き続き取り組んでい
きます。

取
組
結
果

H28行政改革推進委員の総合評価

5

・地域格差を減らしていくため
に、パイロット事業の推進や成功
例の開示を積極的に進めて。すぐ
に成果の出ない分野だが、事業に
より地域に誇りや愛着を持つ人が
生まれることを期待
・H30年度以降の体制について再度
検討し、成果が生み出せる体制を
作ってほしい
・行政側の思いが各コミュニティ
に十分伝わっているのか疑問。課
題の多い中で（一部）リーダーの
意識改革が必要では
・たくさんの活動のつながりが意
識されると、もっとスッキリして
見えてくるのでは
・市の将来を担う大事なプロジェ
クトだと思うので、ぜひ頑張って
ほしい

取
組
結
果

　復興支援センターでは、各地域づくり
協議会の活動支援と市内外への地域づく
りをＰＲするため、積極的に各協議会へ
の訪問や、ホームページの作成、広報活
動を実施しました。
　六日町地域づくり協議会の組織体制や
規約の整備が終わり、12月議会において
六日町地区センターを設置するため、南
魚沼市地区センター条例の一部改正を行
ないました。さらに、大和地域4協議会
がパイロット事業を活用し、連携して大
和地域のタイムカプセル開封式典を実施
しました。
　総務課事務の行政区への灯具支給事業
を地域づくり協議会へ移譲することにつ
いて協議を進めた結果、H29年度から地
域づくり協議会の事務とすることで合意
しました。

1 満足できない

コメント

担当課 Ｕ＆Ｉときめき課  市民主体のまちづくり活動を推進
するため、市内12地区の地区協議
会へ、活性化支援と拠点支援の交
付金を交付しています。活性化支
援は、青線・赤道の修繕や維持管
理などを迅速に行うための基礎事
業と、住民相互の連携強化に向け
た地域連携づくりを促進する提案
事業を対象としています。
 体制は定着し、特色も出てきまし
たが、地区により実施形態や関わ
り方などの事情も様々で、地域間
の温度差があります。
 今後、地域で実施することにより
事業効果の増大が見込まれる事業
への事務権限の移譲を促進すると
ともに、地域的な取組みの格差を
是正し、交付金額算定の合理化や
組織強化をより進める必要があり
ます。

　制度創設以来、毎年見直しを
図ってきました。
　地区の規模を反映させるため、
基本額に推進事業分(人口割)を加
算しました。
　提案・基礎の配分は目安を示す
程度とし、地区の裁量を認める形
にしました。
　基礎事業は、赤道に比べ市道重
視の傾向となったため、市と地域
コミの施工分の管理区分を明確に
しました。
　提案事業と公民館の分館事業の
融合を図り、重複部分を解消する
ために、地域コミで分館事業を実
施する際に、予算を移行し財源補
填の措置を図りました。
　平成24年度には、地域の中長期
的なビジョンの達成も可能となる
ように、基金の積み立てを可能と
する制度を創設しました。
　平成25～26年度は、基礎事業に
追加配分枠を設け、地域の要望の
積み残しや緊急に発生した事業の
解消に取組みました。
　平成27年度は、協議会間の連携
を図ることを目的に、パイロット
事業を導入しました。

取り組み開始：平成23年度

取り組み完了予定：平成　年度

（№１）地域コミュニティ活性化
事業の推進

取
組
方
針

　復興支援員の位置づけについて、地域
づくり協議会と議論を重ねながら、今後
の地域づくりの組織の在り方を含めて効
果的な活用方法を検討します。
　地域の課題を明確にし、課題解決に向
け、地域間、地区間の連携促進を図りま
す。

平成28年度の取組内容

市民参画の推進

事　務　事　業　名 現状と課題・基本方針 これまでの取り組み
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満足できない

コメント

・重要な事業でありながら内容が
漠然としている感がある。他自治
体の状況なども参考にしながら効
果の上がる取組を進めてほしい
・常に改善、改革の意識づけをす
ることは大切。引き続き取り組み
を
・改善に期待
・ぜひ研修会を実施して職員の意
識を変えてほしい

2

南魚沼市アクションプラン

満足できる

取
組
方
針

・地域計画を現状に合わせて見直しを
行います。
・施設整備計画を策定します。（建設
する施設、能力・規模等の決定）
・平成28年度に予定していた建設候補
地の決定には至りませんでした。今後
は経済性や実現性を加味し、行政主導
で新たな候補地選定を行い、候補地周
辺の地域住民に対してもしっかりと説
明を行いながら、進めていきます。

4
3
2
1 満足できない

コメント

・現在の取組内容で進めていくこと
に問題はないものの、成果が表れる
までにはまだ時間を要する。生活に
欠かせないごみ処理施設なので、市
民の要望に応えつつ進めてもらいた
い
・スケジュールどおりの進行を
・環境への取組は当然必要である
が、効果の少ない設備は本当に必要
なのか疑問を感じる
・きちんとした信念を持って新しい
施設の経営を考えていることが分
かった
・何か他にもよいやり方があるよう
にも思うので、継続しつつ再検討も
視野に入れてほしい

取
組
結
果

H28行政改革推進委員の総合評価 平成29年度の取組内容

5 満足できる

取
組
方
針

取
組
結
果

H28行政改革推進委員の総合評価 平成29年度の取組内容

5

　事務事業点検シートによる事業の見
直しと職員提言の募集を引き続き行う
とともに、行政改革について意識的に
考える研修会の開催等を検討します。

2.75

取
組
結
果

・平成28年度中に建設候補地を決定す
る予定となっており、施設整備計画も
現在策定中となっています。

取り組み完了予定：平成　　年度

（№３）ごみ処理施設の将来的
なあり方についての検討

取
組
方
針

・建設候補地を決定します。
・地域計画を現状に合わせて見直しを
行います。
・施設整備計画を策定します。（建設
する施設、能力・規模等の決定）

3.25

担当課 廃棄物対策課  近年、人口減少やごみの減量化に
伴いごみの処理量は減少傾向にあ
りますが、ごみ処理には莫大な経
費がかかっています。
 現施設の寿命は20年程度と言われ
ていますので、早い段階から事前
の対策会議を設置し、専門的知識
の習得と学習を計画的に行い、ご
みの広域的処理も含めて、将来的
なあり方を議論する必要がありま
す。

　平成23～24年度、施設建設メー
カー、コンサルタント、市職員で
延命方針対策協議会を立ち上げ、4
回協議を行い、“可燃ごみ処理施
設延命化計画書”を策定しまし
た。
　施設建設後9年～11年をピーク
に、電気機器部品の交換に多額の
費用がかかる予測が立ったことか
ら、機器の耐用年数や交換時期等
を精査し、施設の延命化と費用の
低減化を図ることとしました。
 延命化計画書では、施設の使用期
間を20年(平成35年)としました。
　平成25～26年度、次期ごみ処理
施設の広域化等について魚沼市、
湯沢町と協議を開始し、2市1町で
進める方針に決定しました。
　平成27年度、新ごみ処理施設検
討委員会を設置するとともに、建
設候補地の一般公募を実施しまし
た。

事　務　事　業　名 現状と課題・基本方針 これまでの取り組み

取り組み開始：平成23年度

取
組
結
果

①職員全員による事務事業検討シート
の作成と係班内会議の実施
　係班内会議実施状況：62％
　検討シート作成状況：13件
②自己申告書の提言
　提言数：104件

担当課 企画政策課  効率的な行政運営の実現のために
は事務事業の点検や見直しが不可
欠です。具体的な手法として、当
該事業の必要性・有効性・整合
性・緊急性等について検討する事
務事業検討シートを導入し、主に
新規事業や継続事業について検討
してきました。現在は恒常的業務
については、作成してくる例が少
ない状況です。
 今後は、制度の定着のため、恒常
的業務も含めて検討を行うととも
に、検討シートの様式を見直し提
案しやすいしくみづくりと機能化
を図る必要があります。

　平成23年度の事務事業検討シー
トの作成状況は23件で、全体の3割
弱であり、問題点及び改善点等の
洗い出しが十分にできませんでし
た。
　平成24年度は、提案時の様式を
簡略化し、提案しやすい環境づく
りに努めるとともに、係・班内会
議の実施の呼びかけを行いまし
た。
　平成25年度は、主要事業検討会
議の中で検討部会を立ち上げ、重
点項目について検討し方向性を決
定しました。
　平成26年度は、新たな検討部会
を立ち上げ引き続き重要項目を検
討を開始しました。
　平成27年度は、前年に引き続き
検討部会の中で重点項目の検討を
行いました。

取り組み開始：平成23年度

取り組み完了予定：平成　年度

（№２）事務事業見直し体制の
確立と機能化

取
組
方
針

　総合計画実施計画のローリング調査
にあわせて、重点協議が必要な事項の
掘起しを行います。
　職員全体が行政改革について意識的
に考える機会として、事務事業検討
シートによる事務事業の見直しや職員
提言の募集を、引き続き取組むととも
に、取組み件数が減少していることか
ら取組み方法について見直しを検討し
ます。

社会情勢の変化や市民の多様なニーズに合った効果的な事務事業であるかを常に検証し、改善に努めます。事務事業の改善

事　務　事　業　名 現状と課題・基本方針 これまでの取り組み

2

1

平成28年度の取組内容

平成28年度の取組内容

3
2
1

4



1

2

3
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満足できない

コメント

・成果も見えにくく継続的に行う必要
性のある事業だが、少しずつ職員の意
識が変わってきているように感じる。
引き続き研修内容に工夫を
・常に職員の意識を高めていける取組
を継続してほしい
・当分の間、アクションプランとして
取り組んでもらいたい
・研修の必要性を職員に十分周知し、
参加者を増やす努力を
・研修参加を個人の希望まかせにする
のではなく、全職員が学ぶ場としてほ
しい
・職員の意思改革向上に向けて研修等
頑張っていると思うが、残業減に向け
てさらに職員配置等の工夫を

5 満足できる

取
組
結
果

取
組
結
果

取
組
方
針

　昇給やすべての期末勤勉手当に人事
考課結果が反映される初年度となるた
め、評価結果の集計等には綿密な
チェックを行う等万全を期すよう実施
します。
　試行的に実施する部分もあるため、
実施と検証を併せて行い、より良い制
度にするよう柔軟に制度設計していき
たいと考えます。

4 3.67

3
2
1 満足できない

コメント

・制度が変わった初年度なので、評価者のレ
ベルアップや資質向上が求められる。引き続
き研修等により公平な評価者の育成に努め
て、職員のモチベーションアップにつなげて
ほしい
・人材こそ宝。一人ひとりの職員が秘めてい
る可能性を開花させられるよう、上司は努め
てほしいと願う
・当分の間、アクションプランとして取り組
んでもらいたい
・上司は日々のコミュニケーションを大切に
して、指導、記録をしっかりやってほしい
・評価者の力量アップが避けて通れない。評
価が特別のことでなく当たり前のことだとい
う感覚を職員が持つことが大事
・職員の行動指針にもなるので、時間をかけ
てでもじっくり自分を見つめなおして評価表
を作成してほしい

取
組
結
果

　職場内研修を14回（予定含む）開催
し、職員間の情報共有化や、講師と
なった職員のスキルアップが図られま
した。
　人口減少問題プロジェクトチーム
は、地方創生推進室に所管替えにな
り、昨年までに採択された提案の推進
するため、メンバーを補充し体制の強
化充実を図りました。
　また、「わかまちカフェ」と連携し
て市内各所でアンケートを実施し、市
民ニーズの把握を行いました。

担当課 総務課 　約970名の職員の意識が変われ
ば、市政を大きく変えていく力に
なると考えています。研修内容の
充実はもとより、積極的に研修に
参加できる職場環境の整備や改善
を図るとともに、適切な処遇を行
うことが、モチベーションを上げ
ていくことに繋がると考えていま
す。
　また、担当業務が細分化され、
専門性が求められていく一方市全
体の流れが職員間で共有しにくい
状況となっています。

　職員間の情報を共有するための
各課主催の職場内研修を実施しま
した。実施数の増加、参加者の増
加に努めました。
　自治研修所や市町村総合事務組
合主催の研修について引き続き実
施しました。
　人口減少問題プロジェクトチー
ムを立ち上げ、若手職員のワーキ
ンググループとして活動しまし
た。

取り組み開始：平成23年度

取り組み完了予定：平成　年度

（№５）職員の意識改革向上へ
の対策

平成28年度の取組内容

取
組
方
針

　職場内研修・自己研修制度について
は、例年と同様に実施し、職員間の要
望を取り入れながら研修内容等の充実
を図ります。
　若手職員の政策課題研修は、達成目
標を定め、それにあわせた手法を選択
して実施するとともに、多く若手の職
員に参加してもらうように進めていき
ます。

H28行政改革推進委員の総合評価 平成29年度の取組内容

5 満足できる

取
組
方
針

　職場内研修については、研修内容等
のさらなる充実を図り、マンネリ化に
ならないよう配慮します。
　若手職員の政策課題研修は、市内の
若者や移住推進協議会など、外部の組
織と連携した取組を積極的に進め、共
同で事業に取り組める機会を提供して
いきます。
　また、ノー残業デーを徹底し、時間
外勤務削減による働く環境の改善・
ワークライフバランス向上とともに、
コスト削減に努めます。

4
3 3.33

2
1

事　務　事　業　名 現状と課題・基本方針 これまでの取り組み

担当課

取り組み開始：平成23年度

取り組み完了予定：平成　年度

（№４）人事考課制度の検証

総務課 　2年の試行を経て平成22年度から
本格実施し、4年が経過しました。
単なる個人の評価に向かうことな
く、評価結果を能力開発や人材育
成に活用し、この制度の目的であ
る、市民サービスの向上につなが
る組織全体のレベルアップにつな
げていきたいと考え取組んできま
した。
　当初は、個々の行動計画の目標
設定の方法や評価の公正公平性に
対する不満がありましたが、庁内
検討部会に諮り改善を行うこと
で、徐々に解消してきました。
　今後は、制度の熟度をさらに高
めることと、評価結果を多方面に
活かしていくことが課題です。

　公正公平な評価が実施されるよ
う、新たに評価者になった者を対
象に評価者研修を実施していま
す。また、新採用職員には評価制
度を周知徹底するための研修を実
施しています。
　平成24年度、組織の方針を明確
にし、行動計画の目標設定につな
げられるように「所属方針設定
シート」を策定しました。
　平成25年度、現業職の評価基準
をわかりやすくするため、評価者
の変更や評価項目の見直しを行な
いました。
　平成26年度、過去の評価結果も
記載し、人材育成や自己研修の参
考として活用し、人材育成ツール
として活用を開始しました。

取
組
方
針

　法改正による実施1年目として、以
前にも増して評価者研修や面談の重要
性がポイントになるため、評価者の心
構えの面と、制度自体の再認識の面か
ら、充実した評価者研修を行うものと
します。
今後、任用・給与・分限・その他の人
事管理の基礎となるため、画一な評価
でなく、職種に応じたものに変更し、
より適正な評価制度を進めていきま
す。

取
組
結
果

　新たに評価書となった所属長が大勢だっ
たため評価者研修に33人の参加がありまし
た。　また、新採用職員には評価制度を周
知徹底するための研修を3回に分けて実施し
ました。
　制度改正について検討するために、庁内
検討部会を例年より回数を増やして開催
し、検討しました。
[検討内容]
・評価表の項目変更
・評価、反映のサイクル
・成績区分の分布率
・55歳昇給抑制

平成28年度の取組内容

効率的、効果的な組織機構を編成するとともに、さまざまな行政課題に対応できる企画力・政策形成能力を持った職員を育成します。
組織改革・
人材育成の推進

事　務　事　業　名 現状と課題・基本方針 これまでの取り組み H28行政改革推進委員の総合評価 平成29年度の取組内容
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3

南魚沼市アクションプラン

効率的、効果的な組織機構を編成するとともに、さまざまな行政課題に対応できる企画力・政策形成能力を持った職員を育成します。
組織改革・
人材育成の推進

3

平成28年度の取組内容 H28行政改革推進委員の総合評価 平成29年度の取組内容

5 満足できる

取
組
方
針

　組織再編に限らず、適切な事務移管
を進めた中で、適正な職員配置を行
い、市民ニーズに迅速に対応できるよ
うな体制づくりを進めます。

4 3.83

3
2
1 満足できない

コメント

・住民サービスの観点から取組が
なされていると感じる。今後も市
民ニーズ、時代の変化に合わせて
進めてもらいたい
・総合窓口は大変良いサービスに
なったと思う。市民の声を聞き、
さらにサービスの向上に努めてほ
しい
・総合窓口が市民の期待に応え評
価されるとよい
・環境が変われば働く人の意識、
姿勢も変わる。こういう地道な変
革を大事にしていってほしい
・さらに効率的な行政サービスが
できるよう工夫を

取
組
結
果

取
組
方
針

　平成29年度に計画されている本庁舎
の総合窓口化に合わせ、大幅な組織改
革に向けた準備を実施します。
　市民へは、早目に予告を行うなど周
知を図ります。
　職員へは、新体制へスムーズに移行
できるよう研修等を行うとともに、情
報共有を図ります。

取
組
結
果

　総合窓口化については、29年1月か
ら前倒しで配置変更を行いました。
　30年度以降の機構改革へ向け、全課
長からヒアリングをし、今後の方向を
検討を開始します。

（№６）組織再編と職員配置の
検討について

取り組み開始：平成26年度

取り組み完了予定：平成28年度

担当課 企画政策課 　少子高齢化、人口減少がすすみ
空家の増加、嫁不足、後継者不
足、学校・保育園の統廃合など目
に見える状況となり、身近な問題
として捉え危機感を持つ人が増え
てきています。ここ数年、新たな
行政課題として認識していました
が、十分な対策はなされていない
状況です。
　それらへ柔軟に対応していくた
めに、市役所の業務の役割分担を
整理し、適正な職員配置を行い、
市民が求める行政サービスを実現
する必要があります。
　職員の定員管理計画も踏まえな
がら、組織の再編をすすめ、第2次
南魚沼市総合計画の開始年度とな
る平成28年度を目標に検討を行い
ます。
●今後のスケジュール
Ｈ26年度　業務分担の整理
　　　　　　　定員管理の在り方の検討
Ｈ27年度　組織再編案作成
Ｈ28年度　新体制スタート

　主要事業検討部会に組織再編・
職員配置の検討部会を設置しまし
た。
　全課長に対しヒアリングを行
い、現在の業務や組織全体的にみ
た機構改革についての意見を聞き
ました。それをもとに現状、課題
を抽出し、どこに主眼を置いて変
更を行うかを検討し、平成28年
度、平成29年度と2段階で組織改革
を実施することを提案しました。

事　務　事　業　名 現状と課題・基本方針 これまでの取り組み



1

2

4

南魚沼市アクションプラン

H28行政改革推進委員の総合評価 平成29年度の取組内容

5 満足できる

取
組
方
針

外部委託を開始した六日町・塩沢給食
センターで、委託による効果（費用、
人材、献立など）を検証し、安心安全
で、より喜ばれる給食を目指します。
また、老朽化施設であることから委託
を見送った大和給食センターについ
て、再度委託の可否について検討を行
うとともに、自校式給食についても委
託の可能性の検討を進めます。

4 3.58

3
2
1 満足できない

コメント

・六日町・塩沢給食センターの受託先
が決定したことは評価に値する。効率
性に関しては、H29年度の取組において
効果が表れることを期待。引き続き安
心安全をモットーに進めてほしい
・より安心安全に努めたうえで、地元
採用、地元食材を大事にしてほしい
・外部委託となっても市でしっかりと
関わりを持ってほしい
・長年の懸案事項が実行に移されるの
だから、良い結果に結びつくよう努力
を。H29年度以降に向けた考え方も同時
進行で進めていく必要がある
・実施後の再検証を適時市に報告して
ほしい

取
組
結
果

取り組み開始：平成23年度

取
組
方
針

取
組
結
果

　給食センター運営委員会に経過と事業方
針を報告するとともに、保護者説明会を開催
し、関係者からの理解を得た後、29年4月の
委託開始に向けたスケジュールに基づき以
下のとおり進めました。
・6月委託仕様書、募集要領等決定
・7月事業者選考委員会を設置
・7月公募開始、10月受託候補者に㈱メフォ
スを選定
・10月末から臨時調理員に会社説明会を実
施
・現在、安全・安心を最優先に円滑な給食
業務引継ぎに向けて調整中

担当課 学校教育課(関係課) 　市では運転業務、給食センター
業務、学校校務員業務、保育園調
理業務などの現業職員の新規採用
を行わず、減員分は臨時職員で対
応しています。将来の職員数を推
計すると平成28年頃までは給食セ
ンター業務を臨時職員対応で補う
ことが可能であると予測していま
す。
　しかし、それ以降では人員不足
となり、運転員、校務員、保育所
及び自校給食員も含めた全体の中
で、今後の業務体制を検討しなけ
ればなりません。
　その1つの方策として、給食セン
ター業務の民間委託について、単
に経費面だけではなく、安全安心
の確保を十分検証しながら、検討
する必要があります。

　平成23年度、県内20市の給食業
務の民間委託状況や近隣自治体の
委託内容の資料収集を行いまし
た。
　平成24年度、現業職員数の将来
予測と民間委託を想定した配置計
画の作成しました。
　平成25年度、給食にかかる民間
委託が可能な業務の把握と課題検
討を行いました。
　直営と民間委託の費用比較の検
討を行いました。
　平成26年度、保育所調理員、学
校給食調理員、学校校務員全体で
の配置の見直しを行い、メリッ
ト・デメリット、運営コストなど
を総合的に判断するため調査を行
いました。
　平成27年度、六日町、塩沢学校
給食センターの調理部門の委託に
ついて検討を始めました。

　PTA保護者をはじめ関係各位への説
明など作業が進み次第、調理部門の委
託を開始するため、タイムスケジュー
ルを作成し、実施に向けて取り組みま
す。
・委託仕様書の設計、委託業者募集要
　項等関連資料の作成
・業者選定委員会の設置
・委託業者募集、選定、決定
・円滑に移行するための引継ぎ等

取り組み完了予定：平成　　年度

事　務　事　業　名 現状と課題・基本方針 これまでの取り組み

（№８）現業部門の外部委託の
検討

取
組
結
果

平成28年度の取組内容

取
組
結
果

3 2.58

2
1 満足できない

コメント

・指定管理で取り上げる事業その
ものについても検討の余地あり。
モニタリングが業務改善になかな
かつながらない件に関しては、市
民の要望を効率的に集める工夫が
必要
・モニタリングの内容より、どの
ように市民の声を集められるかの
検討を
・モニタリングについては、もっ
と利用者の声を反映できるよう工
夫を
・モニタリングは取り方を工夫し
ないと市民の声が行政まで届かな
い

民間活用の推進

担当課 総務課 　市では、平成18年４月から教育
文化施設や旧広域連合の施設など
を中心に、現在64施設について指
定管理制度を活用しています。
　制度導入から、5年が経過した中
で、公共サービスの質の向上と行
政コストの節減についてを十分検
証し、今後も民間事業者が実施す
ることが、より効果的な場合は順
次進めて行きます。

　指定管理者制度におけるモニタ
リング・評価に関する指針を策定
し、現在指定管理者制度を適用し
ている施設のうち、公募によるも
のを中心に23施設を選定し、管理
運営の状況を把握するためのモニ
タリングを実施し調査結果の検証
を進めました。
　指定管理制度を有効に活用でき
る施設であるか否かを検証した結
果、地域の集会所については、指
定管理施設としては不適切と判断
し、処分期間が過ぎた段階で普通
財産に切替えを行っていく方針と
しました。

取り組み開始：平成23年度

取り組み完了予定：平成　年度

（№７）指定管理者制度の効率
的な運用

事　務　事　業　名

民間事業者が実施することが適当な事務・事業や業務について検討します。

5 満足できる

現状と課題・基本方針 これまでの取り組み H28行政改革推進委員の総合評価平成28年度の取組内容

取
組
方
針

当市に合ったモニタリングを実施し、
個々の施設について指定管理制度の導
入が適正かどうかの検証を行います。
また、市民の声を反映するために個々
の施設でアンケート調査を実施し、利
用者の声を生かした業務改善が行える
体制づくりを進めます。

4

平成29年度の取組内容
　モニタリングの実施により、合併以
前の管理委託制度を踏襲し、所管課も
その詳細まで把握していないケースが
見受けられる。これらの個々の施設に
ついて指定管理制度の導入が適正かど
うかの検証を引き続き行います。
　また、モニタリングについても、当
市に合った手法を検討します。併せ
て、モニタリングの結果により指導助
言を行うための組織・体制づくりを進
めます。

現在指定管理施設となっている地域
の集会所を、指定管理施設としては
不適切と判断し、処分期間が過ぎ、
指定期間満了となる１施設を普通財
産に切替え、指定管理施設の整理を
行いました。

取
組
方
針
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1

5

2

南魚沼市アクションプラン

H28行政改革推進委員の総合評価 平成29年度の取組内容

5 満足できる

取
組
方
針

総合管理計画の施設類型ごとの基本方
針を踏まえ庁内で検討を行い、個別施
設の管理・更新計画について庁内の合
意形成を進めます。庁内検討の進捗状
況により、市民との情報共有・合意形
成を行う時期や方法についても検討し
ます。

4
3 2.92

2
1 満足できない

コメント

・財政面でも大きな事業なので、取組
内容について抜本的な改善の検討を。
統合による空き校舎の有効活用を期待
・重い問題だが、引き続き検討し取組
を進めてもらいたい
・英断が必要。具体的プランの明示な
しでは進まない
・市民への情報公開とともに、もっと
具体的な施設名も挙げて議論を 取

組
結
果

取
組
結
果

　公共施設等総合管理計画の策定を行
いました。
　八海中学校開校に伴う、空校舎の活
用について教育委員会を中心に検討を
行いました。引き続き学校施設、保育
施設の統廃合等についての検討を進め
ました。

　固定資産台帳整備後に公共施設等総
合管理計画策定を開始します。
　また、個別に保育園施設、学校施設
の統廃合等について検討を進めます。

事　務　事　業　名 現状と課題・基本方針

取り組み開始：平成29年度

これまでの取り組み

（№10）下水道事業経営の改
善

（№９）公共施設の更新整備計
画の策定

取り組み開始：平成25年度

取り組み完了予定：平成　　年度

担当課 企画政策課 　既存の公共施設の老朽化がすす
み、将来的に施設の改築や改修が
見込まれています。
改築や修繕に多大な経費が必要と
なり、財政を圧迫することとなり
ます。
　また、少子高齢化や人口減少な
どから、将来的に利用状況の変化
が見込まれることから、機能の統
合や配置変更により、効率的な施
設の更新が必要となっています。
　そのため、複合化や適正規模の
検討し、既存の施設の更新整備計
画の策定を進める必要がありま
す。

　基礎データ作成のため、各部局
で管理する公共施設の取りまとめ
を行い施設台帳を整備していま
す。

取
組
方
針

事　務　事　業　名 現状と課題・基本方針 これまでの取り組み

財政の健全化
人口減少に伴い、市の財政規模は確実に縮小せざるを得ません。極めて厳しい経済状況の下、将来に向かって持続できる財政基盤を確立するた
め、経費の節減、市民の負担の適正化、歳入の確保に努めます。

平成29年度の取組内容

平成28年度の取組内容

担当課 下水道課 　下水道事業は人口減少等による
料金収入の減少、施設・設備の老
朽化に伴う更新投資の増大など経
営環境は厳しさを増しています。
　必要な住民サービスを将来にわ
たり安定的に提供していくために
は、中長期的な視点で、経営改善
を図っていくことが必要です。
　業務の効率化や組織体制の見直
しを行うとともに、公営企業会計
の適用による財政マネジメントの
向上、接続促進による料金収入の
向上、包括的民間委託の活用によ
る維持費の縮減など、これらを順
次検討、実施していきます。

取り組み完了予定：平成　　年度

取
組
結
果

平成28年度の取組内容 H28行政改革推進委員の総合評価

4

・未接続者への接続依頼、下水道啓発
活動及び接続補助の検討。
・大和クリーンセンターの維持管理業
務の包括的民間委託の検討。3

2
1

5

コメント

取
組
結
果

満足できる

取
組
方
針

取
組
方
針

満足できない


